
新 旧 対 照 表

新 旧

高知県戦略的製品開発推進事業費補助金交付要綱

第１条 略

（定義）

第２条

（１）～（２） 略

（３）産業競争力強化法（平成25年法律第18号）第２条第24項に規定する中堅企業者（製

品開発事業（イノベーション推進枠）のみ）

２ この要綱において、「製品開発支援チーム」とは県内企業の製品・技術の開発について、

企画から開発までの伴走支援をするため、公益財団法人高知県産業振興センター及び県

の公設試験研究機関、その他個別課題への助言のための専門家により構成するチームを

いう。

（補助の目的）

第３条 県は、県内に本社又は主たる事業所を有する事業者が行う、製品や技術（対象とな

る製品・技術は日本標準産業分類における製造業分野（食品、生物、医薬品、ソフトウェ

ア関連製造事業を除く）の製品・技術の開発や改良に関するものとする。）の構想から企

画立案、市場等の調査、試作開発、製品化（改良を含む）等の一連の開発（以下「補助事

業」という。）に関して、必要となる費用の一部を助成することで、製品開発に挑戦する企

業を増やすとともに、独自性の高い製品や技術、高付加価値な製品や技術等の開発を後押

しし、県内企業の製品・技術開発の量的拡大及び質的向上を図る。

第４条～第８条 略

高知県戦略的製品開発推進事業費補助金交付要綱

第１条 略

（定義）

第２条

（１）～（２） 略

（補助の目的）

第３条 県は、県内に本社又は主たる事業所を有する事業者が行う、ものづくり分野（食

品製造業を除く）における製品や技術の構想から企画立案、市場等の調査、試作開発、

製品化（改良を含む）等の一連の開発（以下「補助事業」という。）に関して、必要とな

る費用の一部を助成することで、製品開発に挑戦する企業を増やすとともに、独自性の

高い製品や技術、高付加価値な製品や技術等の開発を後押しし、県内企業の製品・技術

開発の量的拡大及び質的向上を図る。

第４条～第８条 略



（補助事業の変更等）

第９条

（１） 略

（２）補助対象経費の経費区分ごとに配分された額の20パーセントを上回る金額をそれぞ

れの区分間で流用しようとするとき。

（３）～（４） 略

２～５ 略

第10条～第23条 略

附 則

１ この要綱は、令和６年５月31日から施行する。

２ この要綱は、令和10年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき

交付された補助金については、第11条第３項及び第14条から第21条までの規定は、同

日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、令和７年４月８日から施行する。

（補助事業の変更等）

第９条

（１） 略

（２）補助対象経費の経費区分ごとに配分された額の20パーセントを上回る変更をしよう

とするとき。

（３）～（４） 略

２～５ 略

第10条～第23条 略

附 則

１ 略

２ この要綱は、令和９年５月31日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づき交付

された補助金については、第11条第３項及び第14条から第21条までの規定は、同日以降も

なおその効力を有する。



別表第１（第４条関係）

申請に関する要件 事業内容に関する要件 売上に関する要件

機
械

設
備
費

機械装置費
開発に必要な機械装置又は工具器具の購入等（改良、据付け、修繕）に要する経費
(注１)機械装置費は県内事業所に設置するものに限る。
(注２)導入する機械装置は取得価格50万円未満のものに限る。

謝金 指導、助言等を受けるために招へいした専門家への謝礼の支払に要する経費

旅費 社員旅費及び指導、助言等を受けるために招へいした専門家の旅費

原材料費 原材料、副資材及び消耗品の購入に要する経費

外注加工費
委託費

原材料等の再加工、設計、分析、検査等を外注、依頼等を行う場合に外注先への支払に要する経費
(注１)外注加工費及び委託費の合算の上限は、補助対象経費の２分の１を超えない額とする。
(注２)外注先が機器、設備等を購入する費用は、補助対象外とする。

その他事務費 会議費、会場賃借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費及び試運転に要する経費等

特許等取得費
特許権の取得等に要する経費（弁理士の手続代行費用、外国特許出願のための翻訳料等）
(注１) 開発・改良する製品・技術に関連するものに限る。
(注２) 出願料など特許庁に支払う経費は対象外とする。

機
械

設
備
費

機械装置費 開発に必要な機械装置又は工具若しくは器具の購入等（改良、据付け、修繕）に要する経費
(注１)機械装置費は県内事業所に設置するものに限る。

労
務
費

直接人件費

開発に直接従事する従業員（補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る。）の製品・技術の開発業務時間に対応する人件費
(注１)人件費単価は、「健保等級」基準を使用する。
(注２)直接人件費は県内事業所に属する者に限る。
(注３)一般枠の直接人件費の上限は、補助対象経費の３分の１を超えない額とする。
(注４)イノベーション推進枠の直接人件費の上限は、補助対象経費の２分の１を超えない額とする。

謝金 指導、助言等を受けるために招へいした専門家への謝礼の支払に要する経費

旅費 社員旅費及び指導、助言等を受けるために招へいした専門家の旅費

原材料費 原材料、副資材及び消耗品の購入に要する経費

外注加工費
委託費

原材料等の再加工、設計、分析、検査等を外注、依頼等を行う場合に外注先への支払に要する経費
(注１)外注加工費及び委託費の合算の上限は、補助対象経費の ２分の１を超えない額とする。
(注２)外注先が機器、設備等を購入する費用は、補助対象外とする。

その他事務費 会議費、会場賃借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費及び試運転に要する経費等

特許等取得費
特許権の取得等に要する経費（弁理士の手続代行費用、外国特許出願のための翻訳料等）
(注１) 開発する製品・技術に関連するものに限る。
(注２) 出願料など特許庁に支払う経費は対象外とする。

補助要件

注１　製品構想書・製品企画書の確認を受けるためには、申請締切の1ヶ月前までに製品開発支援チームに相談すること

補助事業 補助事業者 事業期間 経費
区分

種別
(費目） 補助対象経費の内訳 補助率及び補助限度額

事
業
費

一般枠

事
業
費

イノベーション推進枠

上記(1)、(2)に加えて、
産業競争力強化法（平
成25年法律第18号）
第２条第24項に規定す
る中堅企業者

開発チャレンジ事業

県内に本社又は主たる
事業所（支社や営業

所、工場等）を有する事
業者

（１）中小企業等経営
強化法（平成11年法
律第18号）第２条第
２項に規定する中小企
業者等

（２）農業協同組合法
（昭和22年法律第
132号）第４条に規定
する農業協同組合、水
産業協同組合法（昭和
23年法律第242号）
第11条第１項に規定す
る漁業協同組合又は森
林組合法（昭和53年
法律第36号）第９条
第１項に規定する森林
組合

製品構想書・製品
企画書については、
製品開発支援チー
ムを統括する高知
県産業振興センター
の確認（注1）を
受けたものであること

製造業分野における製
品・技術の開発を目的
とした、課題と方法が明
確な取組を行うこと

※ただし、主たる研究
開発及び製造を県内に
おいて行うものに限る

※ただし、食品、生物、
医薬品、ソフトウェア関
連製造事業は対象外
とする

‐ １年以内
・補助率：２分の１以内
・補助限度額：100万円

（申請時の下限は10万円とする）

製品開発事業

・製造業分野において
高付加価値な製品・技
術の開発を行うこと
・開発する製品・技術が
以下4点のうち１点以
上を満たすこと
１　社会課題の解決に
貢献すること
２　ユーザーの利便性
を向上させること
３　ユーザーの経済性
を向上させること
４　県内初の製品・技
術と見込まれるもの

※ただし、主たる研究
開発及び製造を県内に
おいて行うものに限る

※ただし、食品、生物、
医薬品、ソフトウェア関
連製造事業は対象外
とする。

申請時に作成する製品
企画書は以下の要件を
満たす計画とすること

【一般枠】
補助事業期間終了後
5年以内に、開発する
製品・技術の売上高が
5,000万円以上又は
企業の総売上（※）
に占める割合が5％以
上になる計画であること

【イノベーション推進枠】
補助事業期間終了後
5年以内に、開発する
製品・技術の売上高が
1億円以上又は企業の
総売上（※）に占める
割合が10％以上にな
る計画であること

※「企業の総売上」は
主として営む事業に限
るものとする

２年以内

・補助率：２分の１以内
・補助限度額：

【一般枠】1,000万円
【イノベーション推進枠】2,000万円
（申請時の下限は50万円とする）

別表第１（第４条関係）

事業内容に関する要件 売上に関する要件

機
械

設
備
費

機械装置費
開発に必要な機械装置又は工具器具の購入等（改良、据付け、修繕）に要する経費
(注１)機械装置費は県内事業所に設置するものに限る。
(注２)導入する機械装置は取得価格50万円未満のものに限る。

謝金 指導、助言等を受けるために招へいした専門家への謝礼の支払に要する経費

旅費 社員旅費及び指導、助言等を受けるために招へいした専門家の旅費

原材料費 原材料、副資材及び消耗品の購入に要する経費

外注加工費
委託費

原材料等の再加工、設計、分析、検査等を外注、依頼等を行う場合に外注先への支払に要する経費
(注１)外注加工費及び委託費の合算の上限は、補助対象経費の２分の１を超えない額とする。
(注２)外注先が機器、設備等を購入する費用は、補助対象外とする。

その他事務費 会議費、会場賃借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費及び試運転に要する経費

特許等取得費
特許権の取得等に要する経費（弁理士の手続代行費用、外国特許出願のための翻訳料等）
(注１) 開発・改良する製品・技術に関連するものに限る。
(注２) 出願料など特許庁に支払う経費は対象外とする。

機
械

設
備
費

機械装置費 開発に必要な機械装置又は工具若しくは器具の購入等（改良、据付け、修繕）に要する経費
(注１)機械装置費は県内事業所に設置するものに限る。

労
務
費

直接人件費

開発に直接従事する従業員（補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る。）の製品・技術の開発業務時間に対応する人件費
(注１)人件費単価は、「健保等級」基準を使用する。
(注２)直接人件費は県内事業所に属する者に限る。
(注３)一般枠の直接人件費の上限は、補助対象経費の３分の１を超えない額とする。
(注４)イノベーション推進枠の直接人件費の上限は、補助対象経費の２分の１を超えない額とする。

謝金 指導、助言等を受けるために招へいした専門家への謝礼の支払に要する経費

旅費 社員旅費及び指導、助言等を受けるために招へいした専門家の旅費

原材料費 原材料、副資材及び消耗品の購入に要する経費

外注加工費
委託費

原材料等の再加工、設計、分析、検査等を外注、依頼等を行う場合に外注先への支払に要する経費
(注１)外注加工費及び委託費の合算の上限は、補助対象経費の ２分の１を超えない額とする。
(注２)外注先が機器、設備等を購入する費用は、補助対象外とする。

その他事務費 会議費、会場賃借料、印刷製本費、資料購入費、通信運搬費及び試運転に要する経費

特許等取得費
特許権の取得等に要する経費（弁理士の手続代行費用、外国特許出願のための翻訳料等）
(注１) 開発する製品・技術に関連するものに限る。
(注２) 出願料など特許庁に支払う経費は対象外とする。

補助要件
補助事業者 補助事業 事業期間 経費

区分
種別

(費目） 補助対象経費の内訳 補助率及び補助限度額

事
業
費

事
業
費

県内に本社又は主たる
事業所（支社や営業

所、工場等）を有する事
業者

開発チャレンジ事業

ものづくり分野における
製品・技術の開発を目
的とした、課題と方法が
明確な取組を行うこと

※ただし、主たる研究
開発及び製造を県内に
おいて行うものに限る

※ただし、食品製造業
は対象外とする

‐ １年以内
・補助率：２分の１以内
・補助限度額：100万円

（申請時の下限は10万円とする）

製品開発事業

・ものづくり分野において
高付加価値な製品・技
術の開発を行うこと
・開発する製品・技術が
以下4点のうち１点以
上を満たすこと
１　社会課題の解決に
貢献すること
２　ユーザーの利便性
を向上させること
３　ユーザーの経済性
を向上させること
４　県内初の製品・技
術と見込まれるもの

※ただし、主たる研究
開発及び製造を県内に
おいて行うものに限る

※ただし、食品製造業
は対象外とする。

申請時に作成する製品
企画書は以下の要件を
満たす計画とすること

【一般枠】
補助事業期間終了後
5年以内に、開発する
製品・技術の売上高が
5,000万円以上又は
企業の総売上（※）
に占める割合が5％以
上になる計画であること

【イノベーション推進枠】
補助事業期間終了後
5年以内に、開発する
製品・技術の売上高が
1億円以上又は企業の
総売上（※）に占める
割合が10％以上にな
る計画であること

※「企業の総売上」は
主として営む事業に限
るものとする

２年以内

・補助率：２分の１以内
・補助限度額：

【一般枠】1,000万円
【イノベーション推進枠】2,000万円
（申請時の下限は50万円とする）


